
 

令 和 ４ 年 １ ０ 月 ７ 日 

自動車局車両基準・国際課 

自動車局審査・リコール課 

 

排出ガス規制に粒子数（PN：Particle Number）の基準を導入します 
～道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部改正について～ 

 

自動車局では、自動車の安全・環境基準等について、社会や技術の変化を踏まえ、国際的な整

合を図りつつ、順次、拡充・強化等を進めています。 

今般、国際連合欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）において、「軽・中量

車の世界統一排出ガス測定法に係る協定規則（第154号）」の改正が合意され、自動車から排出

される粒子状物質について、粒子数（PN：Particle Number）の基準が追加されたこと等を踏ま

え、我が国においても、改正された協定規則を保安基準に反映させることなどを目的として、

保安基準の詳細規定の改正等を行います。なお、この世界統一排出ガス測定法は、我が国が議

論を主導し平成26年３月に成立したものです。 
 
１．主な改正項目（詳細は別紙参照） 

⑴ ガソリンを燃料とする直接噴射式の原動機を有する車両総重量 3.5 トン以下の自動車及び

軽油を燃料とする車両総重量3.5トン以下の自動車について、粒子数の基準を適用する(※)。 

(※)中央環境審議会答申「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について」（第 14 次答申（令和

２年８月））において、大気環境保全対策として、粒子状物質について、粒子数の基準を新たに導

入することが適当であるとされたことを踏まえたものです。 

⑵ 専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人以上のもの及び貨物の運送の用に供す

る自動車に備えられた電動パーキングブレーキについて、意図しない発進を防ぐため自動作

動要件を追加する。 

⑶ 貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量 3.5 トン以下のものの前方視界につい

て、広い視野を確保するべく乗用車等（専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10

人未満の自動車）と同じ要件を適用する。 

⑷ 車両総重量 3.5 トンを超える自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人未満のものを除

く）のうち、電気自動車、電気式プラグインハイブリッド車、燃料電池自動車について、今

後の普及を見据えて、燃料消費率、電力消費率を適切に評価するための測定法を定める。 
 

２．公布・施行 

公 布 ： 令和４年（2022年）10月７日 

施 行 ： 令和４年（2022年）10月８日 
 

 

軽・中量車の世界統一排出ガス測定法に関する国際規則の改正が合意され、自動車か

ら排出される粒子状物質について、粒子数（PN：Particle Number）の基準が追加され

たことから、国内の保安基準に導入するため、所要の法令等の整備を行います。 

問い合わせ先 
自動車局 車両基準・国際課：【1.(1)、(4)関係】谷倉、奥山、大山 
              【1.(2)、(3)関係】山村、杉田、占部  
電話 03-5253-8111（内線 42532）、03-5253-8602（直通）、FAX 03-5253-1639 

自動車局 審査・リコール課： 福薗、高嶋 
 電話 03-5253-8111（内線 42313）、03-5253-8596（直通）、FAX 03-5253-1640 
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装置型式指定規則の一部を改正する省令案及び道路運送車両の 
保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示案について 

１．改正の背景 

我が国は、自動車の安全・環境基準等について、社会や技術の変化を踏まえ、国際的な整合を図り

つつ、自動車の安全性を確保し、環境を保全するため、国際連合の「車両並びに車両への取付け又は

車両における使用が可能な装置及び部品に係る調和された技術上の国際連合規則の諸採択並びにこ

れらの国際連合の諸規則に基づいて行われる認定の相互承認のための条件に関する協定」に平成 10

年に加入し、現在、当該協定に基づく規則（以下「協定規則」という。）について段階的に採用を進

めているところである。 

今般、国際連合欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第 186 回会合において、

「軽・中量車の世界統一排出ガス測定法に係る協定規則（第 154 号）」及び「大型車用制動装置の協

定規則（第 13号）」等の改訂が採択されるとともに、「自動車の運転者の前方視界に関する協定規則

（第 125 号）」等の補足改訂が採択された。 

また、中央環境審議会答申「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について」（第 14 次答申（令

和２年８月））において、自動車から排出される粒子状物質について、粒子数（PN：Particle Number）

の基準を導入することが適当であるとされている。 

これらを踏まえ、以下のとおり、装置型式指定規則（平成 10 年運輸省令第 66 号）及び道路運送車

両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等について、所要の改正を

行うこととする。 

 

２．改正の概要 

⑴ 装置型式指定規則の一部改正 

協定規則第 13 号等の改訂に伴い、規則番号について変更を行うほか、所要の改正を行う。 

 

⑵ 道路運送車両の保安基準の細目を定める告示の一部改正 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

① ガソリンを燃料とする直接噴射式の原動機を有する車両総重量 3.5 トン以下の自動車及び軽

油を燃料とする車両総重量 3.5 トン以下の自動車について、粒子数の基準を適用する。 

【適用日】 

・ディーゼル車 

新 型 車：令和５年（2023 年）10 月１日 

継続生産車：令和７年（2025 年）10 月 1日 

・ガソリン車 

新 型 車：令和６年（2024 年）10 月 1日 

継続生産車：令和８年（2026 年）10 月 1日 

 

② 専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人以上のもの及び貨物の運送の用に供する

自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並

びに被牽引自動車を除く、車両総重量 3.5 トン以下の貨物の運送の用に供する自動車にあって

は適用除外あり）に備えられた電動パーキングブレーキについて、以下等の自動作動に関する

要件を追加する。 

 

別紙 
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【要件】 

・車両が停止していることが検知され、以下のいずれかの条件が満たされたときにパーキン

グブレーキを自動で作動させること。 

(a)イグニッション／スタートスイッチがオフになっている又はキーが取り外されている

場合 

(b)ドアの解放やシートベルトの解除等を検知してドライバーが運転席を離れていると判

断される場合、又はバスにおいてはドライバーによる操作が 30 秒を超えて行われない

場合 

・当該自動作動はドライバーの操作により解除されてもよいものとする。 

【適用日】 

新 型 車：令和６年（2024 年）９月１日 

継続生産車：令和８年（2026 年）９月１日 

 

③ 貨物の運送の用に供する自動車であって車両総重量 3.5 トン以下のもの（二輪自動車、側車付

二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く）の

前方視界について、以下等の乗用車等（専ら乗用の用に供する自動車であって乗車定員 10 人

未満の自動車）と同じ要件を適用する。 

【要件】 

・Aピラーによって視野が遮蔽される許容範囲 

・運転者の左右 180°及び一定の上下方向の視野範囲における遮蔽物の設置の禁止 

【適用日】 

新 型 車：令和６年（2024 年）７月１日 

継続生産車：令和８年（2026 年）７月１日 

 

④ 車両総重量3.5トンを超える自動車（専ら乗用の用に供する乗車定員10人未満のものを除く）

のうち、電気自動車、電気式プラグインハイブリッド車、燃料電池自動車の燃料消費率、電力

消費率の試験法を定める。 

【適用日】 

・電気自動車、電気式プラグインハイブリッド車 

新 型 車：令和７年（2025 年）４月１日 

継続生産車：令和９年（2027 年）４月１日 

・燃料電池自動車 

新 型 車：令和 10 年（2028 年）１月１日 

継続生産車：令和 12 年（2030 年）１月１日 

 

⑶ 道路運送車両の保安基準第二章及び第三章の規定の適用関係の整理のため必要な事項

を定める告示（平成 15 年国土交通省告示第 1318 号）の一部改正 

⑵①の改正については、ディーゼル車であれば令和５年 10月１日より基準適用とするほか、所

要の改正を行う。 
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⑷ その他の関係告示の一部改正 

上記のほか、関係する告示の規定について所要の改正を行う。 

 

３．スケジュール（予定） 

 公 布：令和４年 10月７日 

 施 行：令和４年 10月８日 
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令 和 ５ 年 １ 月 ４ 日 

自動車局車両基準・国際課 

    審査・リコール課 

 

大型車の衝突被害軽減ブレーキ（AEBS）の基準を強化します 
～道路運送車両の保安基準等及び保安基準の細目を定める告示等の一部改正について～ 

 

自動車局では、自動車の安全・環境基準等について、社会や技術の変化を踏まえ、国際的な整

合を図りつつ、順次、拡充・強化等を進めています。 

今般、国際連合欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）において、「衝突被害

軽減ブレーキ（AEBS: Advanced Emergency Braking System）に係る協定規則（第131号）」の改

正が合意され、新たに対歩行者の基準が追加されたこと等を踏まえ、我が国においても、改正

された協定規則を保安基準に反映させることなどを目的として、保安基準の詳細規定の改正等

を行います。 

なお、当該AEBSの国際基準改正及び同時に成立しました「車両後退通報装置」に係る新国際

基準は、我が国の交通安全環境研究所が、それら基準改正及び策定のための国連の会議の議長

等を務めながら、日本としてその策定を主導し合意に至ったものです。 
 
１．主な改正項目（詳細は別紙参照） 

⑴ トラック・バス等には、新たに対歩行者の制動要件に適合する等、強化された要件を満たす

衝突被害軽減ブレーキ（AEBS）を備えなければならないこととする。 
 

 
 

⑵ トラック・バス等には、後退時に警報音を発する車両後退通報装置（バックアラーム）を備

えなければならないこととする。 

 

 

我が国の主導のもと、大型車の衝突被害軽減ブレーキ（AEBS）に関する国際規則の改

正が合意され、新たに対歩行者の基準が追加されたところ、当該基準を国内の保安基準

に導入するための所要の法令等の整備を行います。 
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⑶ 高速道路での車線維持機能を有する自動運行装置の要件について、作動可能な上限速度を引

き上げるとともに、車線変更機能の要件を追加する。また、令和４年４月に成立した道路交

通法の一部を改正する法律を踏まえ、自動運行装置の要件について、運転者が不在となる場

合を想定した規定の整備を行う。 

 

 
 

２．公布・施行 

公 布 ： 令和５年（2023年）１月４日 

施 行 ： 令和５年（2023年）１月４日（１．⑵は令和５年１月19日） 
 

 問い合わせ先 
自動車局 車両基準・国際課：山村、占部  
電話 03-5253-8111（内線 42532）、03-5253-8602（直通）、FAX 03-5253-1639 

 審査・リコール課：福薗、高嶋 
 電話 03-5253-8111（内線 42313）、03-5253-8596（直通）、FAX 03-5253-1640 
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道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令及び 

道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示について 
 

１．改正の背景 

我が国は、自動車の安全基準等について国際的な整合性を図り自動車の安全性等を確保するため、国際

連合の「車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装置及び部品に係る調和された技術上

の国際連合規則の諸採択並びにこれらの国際連合の諸規則に基づいて行われる認定の相互承認のための

条件に関する協定」に平成 10 年に加入し、現在、当該協定に基づく規則（以下「協定規則」という。）に

ついて段階的に採用を進めているところである。 

今般、国際連合欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第 187 回会合において、「車両

後退通報装置に係る協定規則（第 165 号）」が新たに採択されたほか、「歩行者保護に係る協定規則（第 127

号）」、「衝突被害軽減ブレーキ（AEBS:Advanced Emergency Braking System）に係る協定規則（第 131 号）」、

「照射灯火の統合規則に係る協定規則（第 149 号）」、「自動車線維持システムに係る協定規則（第 157 号）」

等の改訂が採択された。 

また、運転者が不在となる自動運転車の実現に向けて、令和４年４月に道路交通法の一部を改正する法

律（令和４年法律第 32号）が成立したところ、自動運転車の保安基準についても整備を行う必要がある。 

加えて、中央環境審議会答申「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について」（第 14 次答申（令和

２年８月））において、自動車から排出される粒子状物質について、粒子数（PN:Particle Number）の基

準を導入することが適当であるとされている。 

これらを踏まえ、道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）、道路運送車両法施行規則（昭

和 26 年運輸省令第 74号）、装置型式指定規則（平成 10 年運輸省令第 66号）、道路運送車両法関係手数料

規則（平成 28 年国土交通省令第 17 号）及び道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国

土交通省告示第 619 号）等について、所要の改正を行うこととする。 
 

２．改正の概要 

⑴ 道路運送車両の保安基準及び道路運送車両の保安基準の細目を定める告示の一部改正 

道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号。以下「法」という。）第３章の規定に基づく保安基準につ

いて、以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

 

① 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以上の自動車及び貨物の運送の用に供する車両総重量が 3.5

トンを超える自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車並びに被牽引自動車を除く。）には、対車両の強化された制動要件並びに対静止車両及び対走

行車両の制動要件に加え新たに対歩行者の制動要件に適合する等、強化された要件を満たす衝突被

害軽減ブレーキを備えなければならないこととする。 

【要 件】 

・車両、歩行者に対して所定の制動要件（別紙２参照）を満たすこと 

・60km/h 以下で走行している場合には、40km/h 以上減速又は停止すること 

・10km/h から最高設計速度の範囲（対歩行者：20～60km/h）で作動すること 

・緊急制動の開始 0.8 秒前までに警報すること（対歩行者の場合、緊急制動開始前） 

【適用日】 

 新 型 車：令和７年９月１日  継続生産車：令和 10年９月１日 

 

 

別紙 
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② 自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型

特殊自動車、小型特殊自動車、専ら乗用の用に供する乗車定員 10人未満又は車両総重量 3.5 トン以

下の自動車、貨物の運送の用に供する車両総重量 3.5 トン以下の自動車、被牽引自動車等を除く。）

について車両後退通報装置を備えなければならないこととする。 

【要 件】 

・原動機が起動している状態でシフトが後退に入れば自動で音を発すること 

・通報音は“低”、“通常”、“高”の３つのレベルを定義し、“通常レベル”を必須とすること 

（低レベル：４５～６０dB、通常レベル：６０～７５dB、高レベル：８０～９５dB） 

・通報装置の一時停止機能は後退時車両直後確認装置（UN-R158）を備えている場合を除き設けて

はならず、設ける場合には以下の要件に適合すること 

 一時停止中であることを運転者に表示すること 

 車両の再始動時に自動で解除されること 

【適用日】 

新 型 車：令和７年１月１９日  継続生産車：令和９年１月１９日 

 

③ （ⅰ）高速道路等における運行時に車両を車線内に保持する機能を有する自動運行装置の要件につ

いて、作動可能な上限速度を引き上げるとともに、専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人未満の自動

車及び貨物の運送の用に供する車両総重量 3.5 トン以下の自動車については車線変更機能の要件を

追加する。（ⅱ）また、令和４年４月に成立した道路交通法の一部を改正する法律を踏まえ、自動運

行装置の要件について、運転者が不在となる場合を想定した規定の整備を行う。 

【要 件】 

（ⅰ）関係 

 ・システムの作動上限速度を引き上げ、速度に応じた車間距離の確保などの安全性を確保するこ

と 

 ・車線変更機能を伴うものについては、車線変更の際、後続車に対して急な減速を強いることが

ないこと 

（ⅱ）関係 

 ・運転者の存在を前提としない自動運行装置については、走行環境条件を満たさなくなる場合又

は自動運行装置が正常に作動しないおそれがある状態となった場合に、自動運行装置により車

両を安全に停止させること 

【適用日】 

（ⅰ）関係 

  新 型 車：令和５年９月１日  継続生産車：令和９年９月１日 

（ⅱ）関係 

 公布・施行と同日 
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④ 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人未満の自動車及び貨物の運送の用に供する車両総重量 3.5 ト

ン以下の自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動

車並びに被牽引自動車を除く。）の歩行者の頭部保護性能に関する試験エリアに前面ガラスも含む

こととする。 

【要 件】 

・歩行者に自動車が衝突した際に、歩行者の頭部が接触することを想定したボンネット及び前面ガ

ラスで構成される試験エリアのうち 2/3 以上の面積で所定の頭部障害基準値を満たすこと 

 改正前 改正後 

頭部

保護

性能

確認

試験

エリ

ア 

試験エリア：ボンネット 試験エリア：ボンネット＋前面ガラス 

基準

値 

• 試験エリアの 2/3 以上の面積で HIC1000 

を超えないこと。残りのエリアは HIC1700 

を超えないこと。 

• 大人と子供エリアが混在する場合、子供エ

リアで 1/2 以上の面積で HIC1000 を超え

ないこと。 

 

 

 

※HIC:頭部傷害値（Head Injury Criterion） 

• ボンネット試験エリアの 2/3 以上の面積で

HIC1000 を超えないこと。残りのエリアは

HIC1700 を超えないこと。 

• 大人と子供エリアが混在する場合、子供エ

リアで 1/2 以上の面積で HIC1000 を超え

ないこと。 

• ボンネット試験エリアと前面ガラス試験エ

リア合計の 2/3 以上の面積で HIC1000 を

超えないこと。残りのエリアは HIC1700 を

超えないこと。 

【適用日】 

 新 型 車：令和６年７月７日  継続生産車：令和８年７月７日 

 

⑤ 配光可変型前照灯を備える自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそ

りを有する軽自動車並びに被牽引自動車を除く。）において、運転者の運転操作を支援するための情

報（運転支援プロジェクション）を路面に投影することを可能とする。 

【要 件】 

・以下の警告に限り投影することを可能とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

投影できる運転支援プロジェクション 

    

路面凍結警告 衝突危険警告 逆走警告 車線維持支援警告 

又は 
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【適用日】 

令和８年９月１日 

 

⑥ ガソリンを燃料とする直接噴射式の原動機を有する普通自動車及び小型自動車又は軽油を燃料とす

る普通自動車及び小型自動車であって、車両総重量が 3.5 トンを超えるもの（専ら乗用の用に供す

る乗車定員 10 人未満のものを除く。）について、粒子数の基準を適用する。 

【適用日】 

（ガソリン車）  新 型 車：令和６年 10 月１日  継続生産車：令和８年 10 月１日 

（ディーゼル車）新 型 車：令和５年 10 月１日  継続生産車：令和８年 10 月１日 

 

⑵ 道路運送車両法施行規則の一部改正 

国土交通大臣が指定する自動車（型式指定自動車以外の自動車等）について法第 59 条第１項の規定

による新規検査を申請する者が提出すべき書面に、車両後退通報装置に係る基準に適合することを証す

る書面を加える。 

 

⑶ 装置型式指定規則の一部改正 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

① 法第 75 条の３第１項の規定により型式指定の対象となる特定装置の種類に、車両後退通報装置を

追加する。 

② 法第 75 条の３第８項の規定により型式指定を受けたものとみなす特定装置に、協定規則第 165 号

に基づき認定された車両後退通報装置を追加する。 

③ 協定規則第 127 号、第 131 号、第 149 号、第 157 号等の改訂に伴い、規則番号について変更を行う。 
 

⑷ 道路運送車両法関係手数料規則の一部改正 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

① 車両後退通報装置等の型式について指定を申請する者が、保安基準適合性についての審査を受ける

に際して独立行政法人自動車技術総合機構に納付すべき手数料の額を、実費を勘案して定める。 

② ⑴①の改正を踏まえ、衝突被害軽減ブレーキの型式について指定を申請する者が、保安基準適合性

についての審査を受けるに際して独立行政法人自動車技術総合機構に納付すべき手数料の額を、実

費を勘案して改める。 

 

⑸ 道路運送車両の保安基準第二章及び第三章の規定の適用関係の整理のため必要な事項を定め

る告示（平成 15 年国土交通省告示第 1318 号）の一部改正 

⑴ ①の改正について令和７年９月から適用対象とするほか、所要の改正を行う。 

 

⑹ その他の関係告示の一部改正 

上記のほか、関係する告示の規定について所要の改正を行う。 
 

３．スケジュール 

 公 布：令和５年１月４日 

 施 行：令和５年１月４日 

ただし、車両後退通報装置に係る部分【２．⑴②、⑵、⑶①②、⑷①、⑸の一部及び⑹の一部】

は令和５年１月１９日施行とする。 
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。
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令 和 ５ 年 ６ 月 ５ 日 

自動車局車両基準・国際課 

    審査・リコール課 

 

こどもの見落とし事故を防止するための国連基準を導入します 
～道路運送車両の保安基準等及び保安基準の細目を定める告示等の一部改正について～ 

 

国土交通省では、自動車の安全・環境基準等について、社会や技術の変化を踏まえ、国際的な

整合を図りつつ、順次、拡充・強化等を進めています。 

今般、国連自動車基準調和世界フォーラム（WP29）において、「直前直左右確認装置に係る協

定規則（第166号）」及び「大型車の直接視界に係る協定規則（第167号）」の制定が合意されたこ

と等を踏まえ、我が国においても、策定された新国連基準を保安基準に反映させることなどを

目的として、保安基準の詳細規定の改正等を行います。 

なお、当該直前直左右確認装置に係る新国連基準は、日本の国内基準をベースとし、我が国

の交通安全環境研究所（松井靖浩上席研究員）が基準策定のための国連の会議の議長等を務め

ながら、日本がその策定を主導し合意に至ったものです。 

 
 
１．主な改正項目（詳細は別紙参照） 

⑴ 乗用車等には、運転者席から死角となる車両の直前及び側面にいるこどもなどの歩行者を確

認できるように、鏡やカメラモニタ等の視認装置（既存国内基準適合装置でも可）又はソナ

ー等の検知装置を備えなければならないこととします。 

 

 

こどもは身長が低いことから、特に車両の直前やその近辺ではドライバーから見えづらく見

落とされるリスクが高まります。このような見落としによる事故を防止するための国際的な安

全基準が、我が国の主導のもと成立しましたので、この国際基準を国内に導入することとしま

した。 

運転者席から直接視によりポールが確認で

きない範囲について、 

・鏡またはカメラモニタによる視認装置 

・ソナー等による検知システム 

いずれか又はそれらの組み合わせにより確

認ができること。 
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⑵ バスやトラックの大型車の運転視界について、運転者席から『直接』視認できる近傍の視界

の量（体積）を一定以上確保できるように、運転者席を設計しなければならないこととしま

す。 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 最小体積（m3） 

 カテゴリ１※ カテゴリ２※ カテゴリ３※ 

運転者席側体積 3.4 － － 

前方体積 1.8 1.0 1.0 

助手席側体積 2.8 － － 

総体積 11.2 8.0 7.0 

※ 車両カテゴリが区分され、市街地走行が想定される 

構造の車両であるほど規制値が厳しい 

＜規定値＞ 

 
 

 

２．公布・施行 

公 布 ： 令和５年（2023年）６月５日 

施 行 ： 令和５年（2023年）６月５日（一部例外あり。詳細は別紙参照） 
 

 問い合わせ先 
自動車局 車両基準・国際課：山村、藤澤 
電話 03-5253-8111（内線 42532）、03-5253-8602（直通）、FAX 03-5253-1639 

 審査・リコール課：福薗、高嶋 
 電話 03-5253-8111（内線 42313）、03-5253-8596（直通）、FAX 03-5253-1640 

（高さ範囲） 

（上面範囲） 

＜評価体積例＞ 

＜評価範囲＞ 
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道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令及び 

道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等の一部を改正する告示について 
 

１．改正の背景 

我が国は、自動車の安全基準等について、国際的な整合性を図りながらその安全性等を確保するため、

国際連合の「車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装置及び部品に係る調和された技

術上の国際連合規則の諸採択並びにこれらの国際連合の諸規則に基づいて行われる認定の相互承認のた

めの条件に関する協定」に平成 10年に加入し、当該協定に基づく規則（以下「協定規則」という。）につ

いて採用を進めているところである。 

今般、国連自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第 188 回会合において、「直前直左右確認装置※に

係る協定規則（第 166 号）」及び「大型車の直接視界に係る協定規則（第 167 号）」が新たに採択されたほ

か、「国際的な車両認証制度に関する手続き等を定めた協定規則（第０号）」、「車両火災の防止に係る協定

規則（第 34 号）」、「歩行者保護に係る協定規則（第 127 号）」等の改訂が採択された。 

※自動車の発進時に歩行者等と接触する事故を防止するために、車両に近接する前方及び側方を確認する装置 

これを受け、道路運送車両の保安基準（昭和 26年運輸省令第 67号）、装置型式指定規則（平成 10 年運

輸省令第 66 号）、共通構造部型式指定規則（平成 28 年国土交通省令第 15 号）、道路運送車両法関係手数

料規則（平成 28 年国土交通省令第 17 号）、道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土

交通省告示第 619 号）等について、所要の改正を行うこととする。 
 

２．改正の概要 

⑴ 道路運送車両の保安基準及び道路運送車両の保安基準の細目を定める告示の一部改正 

道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号。以下「法」という。）第３章の規定に基づく保安基準につ

いて、以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

① 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人未満の自動車及び貨物の運送の用に供する車両総重量 3.5 ト

ン以下の自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽自動車並びに被牽

引自動車を除く。）は、運転者席から死角となる車両の直前及び側面に近接する歩行者や障害物を

確認できるように、協定規則第 166 号に適合する視認装置又は検知装置を備えなければならないこ

ととする（所定の障害物を直接視認により確認できる場合を除く）。 

② 専ら乗用の用に供する乗車定員 10 人以上の自動車及び貨物の運送の用に供する車両総重量が 3.5

トンを超える自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、三輪自動車、カタピラ及びそりを有する軽

自動車並びに被牽引自動車を除く。）は、運転者席から直接視認できる近傍の視界の量（体積）を

一定以上確保できるように、協定規則第 167 号に適合する運転者席を備えなければならないことと

する。 

⑵ 装置型式指定規則の一部改正 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

① 法第 75 条の３第１項の規定により型式指定の対象となる特定装置の種類に、直前直左右確認装置、

大型車の運転者席等を追加する。 

② 法第 75 条の３第８項の規定により型式指定を受けたものとみなす特定装置に、協定規則第 166 号

に基づき認定された直前直左右確認装置、協定規則第 167 号に基づき認定された大型車の運転者席

等を追加する。 

 

別紙 
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③ 協定規則の改訂に伴い、国内に受け入れる協定規則の番号を以下のとおり改める。 

第 34号第３改訂版 ⇒ 第 34 号第４改訂版 

第 127 号第３改訂版 ⇒ 第 127 号第４改訂版 

⑶ 共通構造部型式指定規則の一部改正 

協定規則第０号の改訂に伴い、国内に受け入れる協定規則の番号に第０号第５改訂版を加えるほか、

所要の改正を行う。 

⑷ 道路運送車両法関係手数料規則の一部改正 

直前直左右確認装置、大型車の運転者席等の型式について指定を申請する者が、保安基準適合性につ

いての審査を受けるに際して独立行政法人自動車技術総合機構に納付すべき手数料の額を、実費を勘案

して定めるほか、所要の改正を行う。 

⑸ 道路運送車両の保安基準第二章及び第三章の規定の適用関係の整理のため必要な事項を定め

る告示（平成 15 年国土交通省告示第 1318 号）の一部改正 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行う。 

① ⑴①の新基準について、当分の間、既存の国内基準に適合する視認装置を備えていればよいことと

する。 

② ⑴②の新基準について、令和８年１月から適用開始とする。 

【適用時期】 

新 型 車：令和８年１月１日 

継続生産車：令和 11 年１月１日 

 

⑹ その他の関係告示の一部改正 

上記のほか、関係する告示の規定について所要の改正を行う。 

 

３．スケジュール 

公 布：令和５年６月５日 

施 行：以下の通り 

下記以外に係るもの 令和５年６月５日 

指定自動車等であって新たに運行の用に供しようとするもの等に

ついて、⑴①及び⑸①に係るもの 

令和５年６月８日 

⑴②及び⑸②に係るもの、並びに⑵①②及び⑷の一部に係るもの 

指定自動車等以外の自動車であって新たに運行の用に供しようと

するもの等又は使用の過程にある自動車について、⑴①及び⑸①

に係るもの 

令和５年９月１日 
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令和４年１０月１４日 

                            自 動 車 局 整 備 課 

大型車の適切なタイヤ脱着・保守管理作業解説動画を公開！ 

 

近年大型車の車輪脱落事故が増加傾向にあることを踏まえ、さらなる事故防止対策を進めるた

め、令和４年２月に「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会」（座長：伊藤 

紳一郎（独）自動車技術総合機構交通安全環境研究所）を設置しました。この検討会において車

輪脱落事故車両の調査等を行ったところ、事故を起こした車両では、劣化したホイール・ナット

が使用されていたり、タイヤ脱着時にホイール・ナットの清掃や潤滑剤の塗布等が適切に行われ

ていなかったりする状況が明らかになりました。 

このような状況を踏まえ、大型車ユーザー等のタイヤ脱着作業者が、いつでも適切なタイヤ脱

着作業手順や保守管理作業手順を確認できるよう、作業手順動画を作成し公開しました。 

大型車の車輪の脱落は、大事故につながりかねない大変危険なものです。この機会に是非とも

動画をご覧いただき、適切なタイヤ脱着作業、保守管理作業の実施をお願いします。 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜添付資料＞ 参 考：適切なタイヤ脱着・保守管理作業手順啓発動画（抜粋） 

 

 

大型車の、適切なタイヤ脱着作業や保守管理作業手順をいつでも確認できるよ

う、解説動画を作成しYouTube国交省公式アカウントに公開しました。 

<問い合わせ先> 

自動車局整備課 藤墳、森山、渡部 

代表:03-5253-8111（内線：42412）直通:03-5253-8599 FAX:03-5253-1639 

【タイヤ脱着作業時のポイント】 

☚ 啓発動画の本編はこちらのＱＲコード 

または国土交通省YouTubeチャンネルからご覧下さい 
https://www.youtube.com/watch?v=Szz2ZF7Gd_4&list=PL2RgY_hjimJRIl2zJVaaybwEEKAmd5YVi 

  

ホイール・ナットとワッシャのすき間に、 

潤滑剤を塗布してください 

 タイヤ脱着後、50km～100km走行後を目安に、 

ホイール・ナットを既定のトルクで再度締め付けます 

ホイール・ナットへ潤滑剤の塗布 増し締めの実施 
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適切なタイヤ脱着・保守管理作業手順啓発動画（抜粋） 

 

＜適切なタイヤ脱着作業手順＞ 

  

 

 

 

 

 

＜適切なタイヤ保守管理作業手順＞ 

 

 

 

 

 

参 考 

ホイール・ナットのワッシャが円滑に回転

するか、軽く押し当て手で回して確認して

ください。 

 

ホイール・ナットとワッシャのすき間にも

必ず潤滑剤を塗布してください。 

 タイヤ脱着後、50km～100km走行後を

目安に、ホイール・ナットを既定のト

ルクで再度締め付けます。 

ホイール・ナットに緩みがないか、マーキ

ング、インジケーターによる目視確認か、

点検ハンマーによる確認を行います。 
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令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ ０ 日 

自 動 車 局 技 術 ・ 環 境 政 策 課 

自 動 車 局 車 両 基 準 ・ 国 際 課 

送迎用バスの置き去り防止を支援する安全装置のガイドラインを策定しました 

本年９月、送迎用のバスに置き去りにされた女児が死亡するという静岡県で起きた事案を

受け、当該事案への対策を検討する関係府省会議（第４回・１０月１２日）において、「送迎

用バスの安全装置の設置の義務化」及び、それを踏まえた「安全装置の仕様に関するガイド

ラインの作成」等を含む緊急対策が決定されました。 

国土交通省は、学識経験者等を委員とするワーキンググループを設置し、送迎バスの運用

実態や装置の開発状況等を踏まえ、ヒューマンエラーを補完する装置として、「降車時確認

式」、「自動検知式」の２種類の装置について、最低限満たすべき要件を取りまとめました。 

<定められた要件の概要> 

（１）降車時確認式の装置の作動（押しボタン式など） 

 エンジン停止後、運転者等に車内の確認を促す車内向けの警報を発する 

 運転者等が、置き去りにされたこどもがいないか確認しながら車内を移動し、  

車両後部の装置を操作することで、警報を解除可能 

 車内の確認と装置の操作が行われないまま一定時間が経過すると、更に車外向け

の警報を発する 

（２）自動検知式の装置の作動 

 エンジン停止から一定時間後にカメラ等のセンサーにより車内の検知を開始する 

 置き去りにされたこどもを検知した場合、車外向けの警報を発する 

（３）両方式に共通の要件 

 運転者等が車内の確認を怠った場合等には、速やかに車内への警報を行い、15分

以内に車外への警報を発すること（※自動検知式においては15分以内にセンサー

の作動を開始） 

 こども等がいたずらできない位置に警報を停止する装置を設置すること 

 十分な耐久性を有すること(例：−30～65℃への耐温性、耐震性、防水・防塵性等) 

 装置が故障・電源喪失した場合には、運転者等に対してアラーム等で故障を通知

すること（※） 

※電源プラグを容易に外せない装置に限り、回路を二重系にして故障の確率を低くした

場合には、電源喪失時の故障の通知要件を緩和する。 

 今後、同安全装置の装備義務化に向けた、関係府省による法令の整備に併せ、本ガイドラ

インの規定を満たす安全装置のリストの公表等の準備を進めます。 

 

 国土交通省は、内閣府をはじめとした関係府省により、送迎バスの置き去り防止を支援

する安全装置の装備が義務付けされることを受け、装置の開発促進・普及拡大を目指

し、性能要件等について検討を行い、今般、ガイドラインを策定しました。 

 「降車時確認式」、「自動検知式」の２種類の方式の装置について要件を定めました。 

問い合わせ先 

自動車局 技術・環境政策課：木内、髙橋 

 電話 03-5253-8111（内線 42254）、03-5253-8591（直通）、FAX 03-5253-1639 

自動車局 車両基準・国際課：武内、奥山 

 電話 03-5253-8111（内線 42535）、03-5253-8602（直通）、FAX 03-5253-1639 -103-
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警
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③
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装
置
を
設
置
す
る
こ
と

※
自
動
検
知
式
に
お
い
て
は

1
5
分
以
内
に
セ
ン
サ
ー
の
作
動
を
開
始

※
電
源
プ
ラ
グ
を
容
易
に
外
せ
な
い
装
置
に
限
り
、
回
路
を
二
重
系
に
し
て
故
障
の

確
率
を
低
く
し
た
場
合
に
は
、
当
該
故
障
の
通
知
要
件
を
緩
和
す
る
。
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1 

 

2023年 2月 6日 

 

2022年空気充てん作業時及び空気補充時の事故調査概要について 

 

事故概要 

① 2022年中の空気充てん作業時の事故は、18件。 

  ・パンク修理作業に関連する事故は、7件（39%）。 

  ・パンク走行等に伴うタイヤの損傷は、9件（50%）その内、引きずり痕の未確認は 7件(39%)。 

・安全囲い等を使用していなかったケースは、10件（56%）。 

  ・特別教育未受講は、8件（44％）。 

② 空気補充中の事故は、1件。 

 

事故を防ぐ為に ！ 

先ずは、法令順守 （ 労働安全衛生法令で定められた事業者・作業者の責務を厳守しましょう ） 

・空気充てん作業者は、必ず特別教育を受講すること。 

・エアコンプレッサーの圧力調整弁を適正に調整すること。 

・安全囲い等飛来防止器具の使用をすること。 

 

1. パンク修理等に伴う空気充てん作業時の注意点 

・空気を入れてパンク箇所を確認する場合は、安全囲いに入れた上で、100kPa以上は充てんしない 

 こと。パンク箇所がわからない場合は、リム解きし、内面からパンク箇所を確認する。 

但し、トラック及びバス用タイヤ、小形トラック用タイヤの場合は、安全囲いに入れた状態のまま、少しず

つ空気充てんを行い、都度パンク箇所の確認を繰り返すこと。 

300kPaまでにパンク箇所がわからない場合は、それ以上空気を充てんせず、リム解きして内面からパン

ク箇所を確認すること。 

･パンク（バルブ等の損傷を含む）修理する場合は、 低内圧走行等によりダメージを受けている可能性が

あるので、リム解きし、引きずり痕等の異常がないことを確認の上、作業を行うこと。 

・パンク修理したタイヤは、コードが疲労している場合があるので、空気充てん後、5分以上を目安 

として安全囲い内で破裂しないことを確認してから車両に取付けること。 

・下表のビードシーティング圧を厳守すること。 

タイヤの種類 ビードシーティング圧 

乗用車用／小形トラック用／トラック及びバス用 300kPa 

農業機械用 
使用空気圧 250kPa以上 250kPa 

使用空気圧 250kPa未満 使用空気圧 

建設車両用／産業車両用 
ロックリング式 50kPa 

上記以外 300kPa 

   ※上表にかかわらず、タイヤメーカーの指定がある場合はそれに従うこと。 

・リムのサビ、フランジ部の変形に注意すること。 

・コア無し充てんしないこと。 

・パンク修理した TB用タイヤ、LT用タイヤに空気を充てんする際は、できるだけ頭部を保護する措置(ヘ

ルメット等の装着)及び眼部を保護する措置(ゴーグル等の装着)を講じること。 

・空気充てん中は、タイヤサイドウォール部の正面から身体を避けること。 

・空気充てん時、又は充てん後タイヤサイドウォール部からの異音（プチプチ音等）が聞こえたら、 

ただちに作業を中止し、避難すること。 
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2. 空気補充時の注意点 
・極端な空気圧不足（目安：指定空気圧の半分以下）の場合は、パンク等による低空気圧走行で、タイヤ

がダメージを受けている可能性あり。 

そのままの状態で空気を補充すると、タイヤが破裂し、作業者が死傷した事例あり。 

このような場合は、車両からタイヤを外して、リム解きし、タイヤサイド部及び内面部に引きずり痕等の

異常がないことを確認した上で安全囲いの中で空気を補充すること。 

補充作業時又は補充後、サイド部からの異音（プチプチ音など）が聞こえたら、ただちに作業を中止し、

避難すること。 

尚、パンク箇所を確認する場合は、「1.パンク修理等に伴う空気充てん作業時の注意点」を参照。 
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点検又は整備料金に関する遵守事項について 

  

自動車特定整備事業者の遵守事項は、以下のとおり点検又は整備料金の掲示等が定めら

れており、継続検査に係る手数料や点検又は整備料金等を広告、チラシ、ＨＰ等により表

示する際及び依頼者に対して説明する際に誤解を与えないように行わなければなりません。 

 

道路運送車両法施行規則 第６２条の２の２（抜粋） 

 １ 法第４８条に規定する点検又は整備の作業を行う事業場にあっては、当該作業に係

る料金を当該事業場において依頼者の見やすいように掲示すること。 

 ２ 法第４８条に規定する点検又は整備の作業を行う事業場にあっては、当該作業の依

頼者に対し、必要となると認められる整備の内容及び当該整備の必要性について説明

し、料金の概算見積りを記載した書面を交付し、又はこれを記録した電磁的記録を提

供すること。 

 ３ 依頼者に対し、行っていない点検若しくは整備の料金を請求し、又は依頼されない

点検若しくは整備を不当に行い、その料金を請求しないこと。 

 

 

（出典：よくわかる景品表示法と公正競争規約 消費者庁） 

（参考） 
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北海道運輸局管内整備事業の現況（令和５年３月３１日現在）

（１）認証工場数及び指定工場数

　   令和5年3月末現在において、認証工場数は4,179工場で対前年比28工場の減少、指定工場数は1,779

  工場で対前年比11工場の減少となっています。

　    これらを運輸支局別にみると、認証工場数は室蘭で増加し、その他は減少となり、指定工場数は帯広で

　増加し、旭川は変動なし、その他は減少となっています。

　   北海道運輸局管内の全体数に対する運輸支局ごとの割合は、認証工場及び指定工場ともに札幌が約

 40% を占め、続いて旭川が15%前後、その他は10%前後となっています。

　認証工場数、優良認定工場数及び指定工場数（過去5年）

支局別 整備事業 平成30年度末 令和元年度末 令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末

認　　証 1,651 1,649 1,646 1,671 1,656

認　　定 51 50 49 49 49

指　　定 723 719 716 716 711

指定／認証 43.8% 43.6% 43.5% 42.8% 42.9%

認　　証 394 390 392 397 393

認　　定 22 22 22 22 20

指　　定 165 164 162 162 161

指定／認証 41.9% 42.1% 41.3% 40.8% 41.0%

認　　証 407 407 408 410 411

認　　定 15 14 14 14 14

指　　定 190 190 188 190 188

指定／認証 46.7% 46.7% 46.1% 46.3% 45.7%

認　　証 667 666 675 674 673

認　　定 39 40 39 39 39

指　　定 256 254 254 256 256

指定／認証 38.4% 38.1% 37.6% 38.0% 38.0%

認　　証 335 340 337 343 340

認　　定 32 32 31 31 31

指　　定 142 142 140 139 141

指定／認証 42.4% 41.8% 41.5% 40.5% 41.5%

認　　証 348 346 343 342 339

認　　定 21 22 22 22 18

指　　定 159 159 157 158 154

指定／認証 45.7% 46.0% 45.8% 46.2% 45.4%

認　　証 381 377 375 370 367

認　　定 19 19 19 19 19

指　　定 168 168 168 169 168

指定／認証 44.1% 44.6% 44.8% 45.7% 45.8%

認　　証 4,183 4,175 4,176 4,207 4,179

認　　定 199 199 196 196 190

指　　定 1,803 1,796 1,785 1,790 1,779

指定／認証 43.1% 43.0% 42.7% 42.5% 42.6%

認　　証 91,788 91,644 91,532 91,790 91,967

認　　定 2,773 2,757 2,709 2,608 2,570

指　　定 30,104 30,107 30,107 30,118 30,153

指定／認証 32.8% 32.9% 32.9% 32.8% 32.8%

認　　証 4.6% 4.6% 4.6% 4.6% 4.5%

認　　定 7.2% 7.2% 7.2% 7.5% 7.4%

指　　定 6.0% 6.0% 5.9% 5.9% 5.9%

北　見

局　計

全国計

局／全国

札　幌

函　館

室　蘭

旭　川

帯　広

釧　路
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　認証工場数と指定工場数の推移（過去５年）

22 23 24 25 26

　認証工場数及び指定工場数の全体数に対する割合（令和5年3月末現在）

札幌 函館 室蘭 旭川 帯広 釧路 北見

39.6% 9.4% 9.8% 16.1% 8.1% 8.1% 8.8% 認証

25.8% 10.5% 7.4% 20.5% 16.3% 9.5% 10.0% 認定

40.0% 9.1% 10.6% 14.4% 7.9% 8.7% 9.4% 指定

自動車特定整備事業の新規及び廃止状況（過去5年）

　　　　　　　項目

支局別 新規 廃止 新規 廃止 新規 廃止 新規 廃止 新規 廃止

札　幌 30 28 32 34 26 29 50 24 31 46

函　館 6 9 2 6 8 6 13 8 1 5

室　蘭 3 4 3 3 4 3 8 6 5 4

旭　川 9 13 11 12 16 7 11 12 4 5

帯　広 5 6 7 2 3 6 11 5 2 5

釧　路 2 4 2 4 4 7 5 6 2 5

北　見 0 6 0 4 2 4 0 5 4 7

局　計 55 70 57 65 63 62 98 66 49 77

-15 -8 1 32 -28

自動車特定整備事業の廃止理由調査結果（過去5年）
項目

年度
経営
不振

倒産
工員
不足

後継者難
事業者死亡

事業
合理化

移転
立退

転業 合併 組合参加
自己都合

及び
その他

H30 3 1 12 3 12 0 0 1 0 38 70
R元 2 2 7 3 21 0 0 0 0 30 65
R2 4 0 10 4 18 2 2 0 0 22 62
R3 4 0 11 4 10 1 0 0 0 36 66
R4 7 1 12 5 15 2 0 1 0 34 77

注：その他に取消件数も含む。

計

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

廃止理由

-15 -8 1
32

-28
-50

0

50

H30 R元 R2 R3 R4

増
減
工
場
数

4,183 4,175 4,176 4,207 4,179 

1,803 1,796 1,785 1,790 1,779 

1,700

1,750

1,800

1,850

4,100

4,150

4,200

4,250

4,300

平成30年度末 令和元年度末 令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末

指
定
工
場
数

認
証
工
場
数

認証工場数と指定工場数の推移

認証

指定

札幌, 
40.0%

函館, 9.1%室蘭, 
10.6%

旭川, 
14.4%

帯広, 7.9%

釧路, 8.7%
北見, 9.4%

指定工場数の割合 道内指定

1,779工場

札幌, 
39.6%

函館, 
9.4%

室蘭, 
9.8%

旭川, 
16.1%

帯広, 
8.1%

釧路, 
8.1%

北見, 
8.8%

認証工場数の割合 道内認証

4,179工場
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（２）整備主任者数及び検査員数

　   令和5年3月末現在において、北海道運輸局管内の整備主任者数は10,895名で対前年比73名の

  減少、検査員数は5,718名で対前年比2名の増加となっています。

　   整備主任者数及び自動車検査員数の推移は、ページ下の棒グラフに示すとおりです。

整備主任者の選任状況の推移（過去5年）
　　　　　　　項目

支局別

札　幌

函　館

室　蘭

旭　川

帯　広

釧　路

北　見

局　計

全国計

局／全国

検査員の選任状況の推移（過去5年）
　　　　　　　項目

支局別

札　幌

函　館

室　蘭

旭　川

帯　広

釧　路

北　見

局　計

全国計

局／全国

854 828

866839 838 827 868

5.0%5.0% 5.0% 5.0% 5.0%

10,89511,190 11,225 11,140 10,968

216,842222,041 222,290 222,062

令和4年度末平成30年度末 令和元年度末 令和2年度末 令和3年度末

1,1061,127 1,153 1,132 1,109

9661,006 1,001 995 965

令和4年度末平成30年度末 令和元年度末 令和2年度末 令和3年度末

4,4534,595 4,597 4,583 4,506

1,0331,071 1,059 1,035 1,028

1,6641,694 1,723 1,714 1,664

218,513

807858 854

473480 487 461 472

2,3292,272 2,283 2,245 2,320

871835 856 840 869

585596 600 578 599

416408 408 402 417

539521 540 536 529

5,7185,609 5,678 5,573 5,716

505497 504 511 510

5.9%5.8% 5.9% 5.8% 5.9%

97,18996,097 96,822 96,904 96,927

10,700
10,800
10,900
11,000
11,100
11,200
11,300

合
計

整備主任者数の推移

5,500
5,550
5,600
5,650
5,700
5,750

合
計

検査員数の推移
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令和４年１０月現在

点検区分等

初
回

２
回
目

以
降

１年 バス、ハイヤー、タクシー
２年 車いす移動車、電気自動車
１年 園児送迎車
１年
２年
２年

乗用 ２年 ※貨物軽自動車運送事業の経営届出を提出されているものに限る

２輪 ３年 バイク便（貨物ではない）
２年
１年 バス型霊柩車

ＧＶＷ８ｔ以上 １年
ＧＶＷ８ｔ未満 ２年

１年
２年 トラック（３輪車を含む）
２年
１年 バス
１年 園児送迎車【軽は別表６】
２年
２年 乗用車
２年
２年 250ccを超えるバイク（３輪バイクを含む）

なし 250cc以下のバイク（３輪バイクを含む）

２年 キャンピング車等
ＧＶＷ８ｔ以上 １年
ＧＶＷ８ｔ未満 ２年 タンク車、冷蔵冷凍車等

２年
２年 ホイール・クレーン等
２年 フォーク・リフト等

ＧＶＷ８ｔ以上 １年
ＧＶＷ８ｔ未満 ２年

なし そり付カタピラ付軽自動車
１年
２年 トラック（３輪車を含む）
２年
１年 バス
１年 バス
１年 園児送迎車【軽は別表６】
３年
３年 一般の乗用車（マイカー）
３年 自家用有償旅客に使用する乗用車
３年
２年
３年 250ccを超えるバイク（３輪バイクを含む）

なし 250cc以下のバイク（３輪バイクを含む）

２年 キャンピング車等 ☆印:GVW8t以上

２年 自家用有償旅客に使用する車いす移動車等

ＧＶＷ８ｔ以上 １年
ＧＶＷ８ｔ未満 ２年 タンク車、冷蔵冷凍車等

２年
２年 自家用有償旅客に使用する車いす移動車等

２年 ホイール・クレーン等
２年 フォーク・リフト等

ＧＶＷ８ｔ以上 １年
ＧＶＷ８ｔ未満 ２年

なし そり付カタピラ付軽自動車

別表３：事業用自動車 別表６：自家用乗用自動車
別表４：被けん引自動車 別表７：二輪自動車（レンタカー除く）
別表５：自家用貨物自動車 別表１・２は日常点検
別表５の２：二輪自動車（レンタカーに限る）

２年軽 ●

○
○

６
か
月

(

別
表
5
の
2

)

２年

○ ２年

○

軽（有償旅客）

特
種
※

○

○☆

２年

２年
２年

１年

普通・小型（有償旅客）

軽（有償旅客）

●

●

定員１１人以上（有償旅客） ○

乗
用

普通・小型

軽

ストラルド・キャリヤ
ポール・トレーラ

ストラルド・キャリヤ
ポール・トレーラ

幼児専用車

旅
客

○ １年

大
特
※

　　有効期間が１年であったものにおいては、車両総重量８トン未満について初回のみ２年となる。

検査対象外軽自動車（二輪を除く）

注　１．点検整備記録簿の保存期間は　●印：２年　○印：１年　　　　　　２．ＧＶＷ：車両総重量

※　　積載量が指定されていて、物を運搬することが目的とされるために、これまで貨物車として取り扱われ、

なし

ＧＶＷ８ｔ以上
ＧＶＷ８ｔ未満

貨
物

１年
１年

２
輪

小型（特種二輪を含む）

検査対象外軽自動車
普通・小型（二輪を除く）

貨
物

軽

普通・小型（有償旅客）

３輪

１年

自
　
家
　
用
　
自
　
動
　
車

貨
物

ＧＶＷ８ｔ以上
ＧＶＷ８ｔ未満

軽
定員１１人以上

幼児専用車（軽以外）

検査対象外軽自動車（二輪を除く）

レ
　
ン
　
タ
　
カ
　
ー

○
ＧＶＷ８ｔ未満

貨
物

大
特
※

ＧＶＷ８ｔ以上

特
種
※

普通・小型
貨
物

軽

３輪

乗
用

２
輪

小型
検査対象外軽自動車

定員１１人以上
幼児専用車（軽以外）

普通・小型
軽

備　　　考
（主な車種など）

自動車の有効期間及び定期点検の間隔に関する整理表

貨
物

ＧＶＷ８ｔ以上
ＧＶＷ８ｔ未満

軽

１年
１年
２年

（
別
表
７
）

２年
２年

２年

１年
１年
２年

２年
２年
なし

２年
１年

１年
２年

１年
なし
１年
１年

１年
２年

１年
１年

１年
なし
１年
１年

１年
１年
２年
１年

１年

○
○

○
○

○

●
●

トレーラ

●

○
●

○

●

●

●
○

トレーラ

○

トレーラ

○
○
○
○

トレーラ

○ トレーラ

○

○
○
○ トレーラ

○

○
○

○

○
○

○

○

○ トレーラ

○

２年

２年
２年
１年

霊
柩

ＧＶＷ８ｔ以上
ＧＶＷ８ｔ未満

軽

定員１０人以下
定員１１人以上

貨
物

トレーラ

普通・小型
軽

車検証の
有効期間

○

１年
２年

１年

○

○ トレーラ

定期点検の間隔

３
か
月

６
か
月

１
年

１
年

３
か
月

（
別
表
３
）

（
別
表
４
）

（
別
表
５
）

（
別
表
６
）

事業用トラック等
（３輪車を含む）

●

●

１年

トレーラ

トレーラ

トレーラ

１年

運
 
送
 
事
 
業
 
用

大
特

貨
物

○

○

○

対象車種

ストラルド・キャリヤ
ポール・トレーラ○ トレーラ １年
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〒065-0028　札幌市東区北２８条東１丁目 〒041-0824　函館市西桔梗町５５５番２４
電話　○ 011-731-7166 電話　○ 0138-49-8862

○ 011-731-7167 ○ 0138-49-8863
○ 011-731-7168 ○ 0138-49-8864
☆ 050-5540-2001 ☆ 050-5540-2002

〒070-0902　旭川市春光町１０番地 〒050-0081　室蘭市日の出町３丁目４番９号
電話　○ 0166-51-5271 電話　○ 0143-44-3011

○ 0166-51-5272 ○ 0143-44-3012
○ 0166-51-5363 ○ 0143-44-3013
☆ 050-5540-2003 ☆ 050-5540-2004

〒084-0906　釧路市鳥取大通６丁目２番１３号 〒080-2459　帯広市西１９条北１丁目８番４号
電話　○ 0154-51-2522 電話　○ 0155-33-3286

○ 0154-51-2514 ○ 0155-33-3282
○ 0154-51-2523 ☆ 050-5540-2006
☆ 050-5540-2005

〒090-0836　北見市東三輪３丁目２３番地２
電話　○ 0157-24-7631

○ 0157-24-7633
☆ 050-5540-2007

○整備工場の不正等に関する情報 ○保安基準に関するお問い合わせ

○不正改造車、迷惑黒煙に関する情報 ○リコールに関する情報

○基準緩和、試作車、ユーザー車検について

○運送事業者の大型車のスピードリミッター改変に関する情報

○未認証行為に関する情報

※　特定整備とは分解整備及び電子制御装置整備のことをいいます。

○国土交通省　自動車局　審査・リコール課

　〒100-8989　千代田区霞が関２－１－３　合同庁舎第3号館

　ＴＥＬ　０３－５２５３－８１１１

ホームページ　http://www.mlit.go.jp/jidosha/carinf/rcl/index.html

　〒060-0042　札幌市中央区大通西10丁目　札幌第2合同庁舎

電話　○ 011-290-2751 自動車登録手続き等に関する事務

○ 011-290-2752 自動車の整備事業の指導監督に関する事務

○ 011-290-2753 自動車の検査に関する事務

○ 011-290-2754 運送事業の安全対策・自動車の環境対策に関する事務

　情報、頻度等をわかる範囲でご連絡お願いします。

リコールについての相談、情報提供窓口

○自動車の不具合情報ホットライン

　何ｋｍ/ｈ位で走行していたか等をわかる範囲でご連絡お願いします。

検査・登録手続き案内

輸送・監査担当
検査整備保安担当
検査・登録手続き案内

総務企画担当
輸送・監査担当
検査整備保安担当

本庁舎

企画輸送・監査担当
検査整備保安担当
検査・登録手続き案内

☆について
音声ガイダンスが流れ始めてから以下の番号をプッ
シュすると、オペレーターにつながります。
・検査申請のお問い合わせ　「０２１８１」
・車の登録手続きのお問い合わせ　「０３７」

検査整備保安担当

総務企画担当

本庁舎

●札幌運輸支局

総務企画担当

●函館運輸支局

総務企画担当
輸送・監査担当
検査整備保安担当

検査・登録手続き案内

整備・保安課

技術課

●旭川運輸支局

検査・登録手続き案内

輸送・監査担当
検査整備保安担当
検査・登録手続き案内

企画輸送・監査担当

保安・環境調整官

　登録番号（札幌０００な００００等、平仮名まで全て）、不正改造の内容、

　車種、通称名、場所等をご連絡お願いします。

　場所、工場名、特定整備（※）の内容、特定整備を行った車両に関する

　高速道路の場所（登り坂か下り坂か）、登録番号、運送事業者名、

北海道運輸局 自動車技術安全部 組織のご案内

検査整備保安担当に係る主なお問い合わせ内容

管理課

●自動車技術安全部

北海道　運輸支局　組織のご案内

●室蘭運輸支局

●北見運輸支局

検査・登録手続き案内

●釧路運輸支局

総務企画担当
輸送・監査担当

●帯広運輸支局

検査整備保安担当

-120-

http://wwwtb.mlit.go.jp/hokkaido/header/sikyoku/kitami/index.html
http://wwwtb.mlit.go.jp/hokkaido/header/sikyoku/kushiro/index.html#
http://wwwtb.mlit.go.jp/hokkaido/header/sikyoku/obihiro/index.html#

